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受動喫煙防止対策のあり方に関する検討会  
開催要綱  

1．目 的   

受動喫煙については、喫煙習慣を持たない者にとって不快と感じられるだけ  

でなく、肺がん、循環器疾患等の危険性を増大させることが明らかになってい  

ることから、健康増進法、健康日本21等に基づき、受動喫煙防止対策を推進  

している。 こうした取組により、公共の場及び職場における分煙に対する取組  

は増加しているものの、健康日本21の中間評価報告書において、あらゆる受  

動喫煙場面における非喫煙者を保護するための環境づくりの必要性が指摘され  

た。さらに、平成19年7月、たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約第  

2回締約国会議において、「たばこの煙にさらされることからの保護に関するガ  

イドライン」が採択されたこと等を踏まえ、我が国における受動喫煙防止対策  

をより一層推進するための方策について、厚生労働省健康局長の下、有識者の  

参集を求め、所要の検討を行う。  

2．検討事項  

（1）効果的な受動喫煙防止対策について  

（2）受動喫煙防止対策を普及するための方策について  

（3）その他  

3．検討会参集者   

別紙参照  

4．その他  

（1）検討会に座長を置くものとする。  

（2）健康局長は、必要に応じ、その他学識経験者等の参集を求めることがで  

きる。  

（3）検討会の庶務は、厚生労働省健康局総務課生活習慣病対策室が行う。  

（4）本要綱に定めるもののほか、その他検討会の運営に関して必要な事項は、   

検討会において定める。   



我が国における受動喫煙防止対策  
の現状について  

厚生労働省健康局総務課生活習慣病対策室   



「健康日本21」におけるたばこ対策の取組について  

【今後の検討課題】  現在の状況  これまでの取組  

健康日本21  喫煙率（H16年国民健康・栄養調査）  

男性：43．3％   

→他の先進国と比べて高い喫煙率  

女性：12．0％   
→喫煙率が上昇傾向（特に20歳代～  

30歳代）  

○ターゲットを絞った施策  

→20、30歳代（特に女性）、   
妊産婦等に対する取組  

知識の普及  
・ホームページ、シンポジウム等  

による普及啓発活動  

○学校・家庭教育等による  

情報伝達、啓発の推進  
○入手経路に関する対策  

未成年者喫煙防止  
・未成年者喫煙防止対策WGの   

開催  

・たばこ対策緊急特別促進事業  

（補助金）による都道府県での  

施策の推進  

・全体的に減少傾向にある  
（例）高3男子  

H12：36．9％ → H16：21．7％   

・たばこ自動販売機は、現在、約60万  

台が設置され、未成年者のたばこの  

主な入手経路となっている。  

（H16年厚生労働科学研究による調査結果）  
○公共施設等の禁煙・分煙  

化の促進  

→実施状況の把握、取組   
状況の報告、公表等  
→民間企業等との連携  

受動喫煙の防止  
・健康増進法第25条  

・職場における喫煙対策のため  

のガイドライン  

・たばこ対策緊急特別促進事業  

（補助金）による都道府県での  

施策の推進  

職場や公共施設において、対策に  

取り組んでいる割合は増加。  

（H17年職場における喫煙対策実施状況  

調査／H16年地方自治体庁舎等における  
禁煙・分煙の実施状況調査）   

飲食店や娯楽施設等における取組  

が依然不十分との指摘。  ○地域における禁煙支援環  

境の整備  

→禁煙支援マニュアルの   

普及、活用  
→禁煙成功者等による禁   

煙普及員の養成   

禁煙支援  
・市町村等における禁煙指導等  

・地方自治体等の担当者に対す  
る講習会の実施  

現在習慣的に喫煙している者のうち、  
「たばこをやめたい」「本数を減らした  

い」と回答した者の割合は全体で男  

女とも約7割。  
（H15年国民健康・栄養調査）  



喫煙率の状況について  

諸外国の喫煙率  
（％）  

我が国の喫煙率  

日本   

（43．3）   （12．0）  

39．3   11．3   

ドイツ   
（39．0）   （31．0）  

37．3   28．0   

（38．6）   （30．3）  
フランス  30．0   21．2   

オランダ   
（37．0）   （29．0）  

35．8   28．4   

イタリア   
（32．4）   （17．3）  

31．3   17．2   

イギリス   
（27．0）   （26．0）  

27．0   25．0   

カナダ   
（27．0）   （23．0）  

22．0   17．0   

米国   
（25．7）   （21．5）  

24．1   19．2   

オーストラリア   
（21．1）   （18．0）  

18．6   16．3   

（19．0）   （19．0）  
スウェーデン  16．7   18．3   

出典＝平成14年までは国民栄養調査。平成15年は国民健康一栄養調査  
※国民栄養調査と国民健康・栄養調査では、喫煙の定義及び調査  
方法が異なるため、その単純比較は困難である。  

出典：WHOTobaccoATLAS（2006）  

日本の数値は平成17年国民健康・栄養調査  

※（）書はATLAS（2002）及びH16国民栄養調査の値  
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第2節 受動喫煙の防止  

第25条学校、体育館、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、事務所、官公庁施   
設、飲食店その他の多数の者が利用する施設を管理する者は、これらを利用する者に   
ついて、受動喫煙（室内又はこれに準ずる環境において、他人のたばこの煙を吸わされ   
ることをいう。）を防止するために必要な措置を講ずるように努めなければならない。  

○健康増進法第25条における「その他の施設」は、鉄軌道駅、バスターミナル、航空機旅客   
ターミナル、旅客船ターミナル、金融機関、美術館、博物館、社会福祉施設、商店、ホテル、   
旅館等の宿泊施設、屋外競技場、遊技場、娯楽施設等多数の者が利用する施設を含むも   
のであり、同条の趣旨に鑑み、鉄軌道車両、バス及びタクシー車両、航空機、旅客船などに   
ついても「その他の施設」に含むものである。  

○全面禁煙は、受動喫煙防止対策として極めて有効であるが、施設の規模・構造、利用状況   
等は、各施設により様々であるため、施設の態様や利用者の二 「ズに応じた適切な受動喫   

煙防止対策を進める必要がある。その際には、公共性等の当該施設の社会的な役割も十   
分に考慮に入れて、「分煙効果判定基準策定検討会報告書」などを参考にしながら、喫煙堤   

所から非喫煙場所にたばこの煙が涜れないよう、適切な受動喫煙防止措置の方法を採用す   

る必要がある。   



1．屋内に設置された現有の空気清浄機は、環境たばこ煙中の粒子状物質の除去について  
は有効な機器があるが、ガス状成分の除去については不十分であるため、その使用にあ  

たっては、喫煙場所の換気に特段の配慮が必要である。  

2．受動喫煙防止の観点からは、屋内に設置された喫煙場所の空気は屋外に排気する方法  
を推進することが最も有効である。  

新しい分煙効果判定の基準（屋内における有効な分煙条件）  

判定場所その1〔喫煙所と非喫煙所との境界〕  

①デジタル粉じん計を用いて、経時的に浮遊粉じんの濃度の変化を測定し漏れ状態を確   
認する（非喫煙場所の粉じん濃度が喫煙によって増加しないこと）  

②非喫煙場所から喫煙場所方向に一定の空気の流れ（0．2m／s以上）  

判定場所その2〔喫煙所〕  

①デジタル粉じん計を用いて時間平均浮遊粉じん濃度が0．15mg／m3以下  

②検知管を用いて測定した一酸化炭素濃度が10ppm以下  
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9す  
健康日本21  

健康日本21中間評価（たばこ分野）  

目標項目（指標の目安）  対象   ベースライン値   中間実績値   目標値   

肺がん   84．5％   87．5％＊   100％  

喘息   59．9％   63．4％＊   100％  

気管支炎   65．5％   65．6％＊   100％  

4．1   
喫煙が及ぼす健康影響について   

40．5％   45．8％＊   100％  
の十分な知識の普及  

（知っている人の割合）  脳卒中   35．1％   43．6％＊   100％  

胃潰瘍   34．1％   33．5％＊   100％  

妊娠に関連した異常   79．6％   83．2％＊   100％  

歯周病   27．3％   35．9％＊   100％   

男性（中学1年）   7．5％   3．2％   0％  

未成年者の喫煙をなくす  
男性（高校3年）   36．9％   21．7％   0％  

4．2   （喫煙している人の割合）  
女性（中学1年）   3．8％   2．4％   0％  

女性（高校3年）   15．6％   9．7％   0％   

公共の場）  

公共の場及び職場における分煙  都道府県   89．4％   100％   100％  

の徹底及び効果の高い分煙に開  95．9％   100％   100％  

する知識の普及  市町村   50．7％   89．7％   100％  

4．3     （分煙を実施している割合）  
保健所   95．5％   100％   100％  

職場）   40．3％   55．9％   100％  

効果の高い分煙に関する知識の  77．4％   100％  

普及（知っている人の割合）   女性  79．0％   100％   

4．4  禁煙支援プログラムの普及   
禁煙支援プログラムが提供さ  

れている市町村の割合   
32．9％   39．7％   100％   

5   ★ 策定時のベースライン値を把握した調査と中間実績値を把握した調査とが異なっている数値  



闇親日本21  

4．3公共の場及び職場における分煙の徹底及び効果の高い分煙に関する知識の普及  

分煙葱実施  

明野㍗，’〈 している割合  市町村  都道府県  

ベース値   現状値  ベース値  現状値  目標値  

0
 
 
0
 
0
 
7
 
 
6
 
 
5
 
 

H12（2000） H16（2004） H22（2010）  H12（2000） H16（2004） H22（2010）  
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Or  
憾廣白布21   

呈：－‾■■  

∴  
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条約の目的  

たばこの消費及び受動喫煙が健康、社会、環境及び経済に及ぼす破壊的な影響から現在及び将来の世代  

を保護する。  

条約の概要  

○条約の実施について、定期的な報告を締約国会議に提出する。   
→第2回締約会議以降報告（第21条報告及び情報の交換）  
○たばこの規制のための仕組み又は中央連絡先を確立または強化する。   
→たばこ対策関係省庁連絡会議の設置（第5条 一般的義務）   



第8条 たばこの煙にさらされることからの保護  

1締約国は、たばこの煙にさらされることが死亡、疾病及び障害を引き起こすことが科学的   

証拠により明白に証明されていることを認識する 。  

2 締約国は、屋内の職場、公共の輸送機関、屋内の公共の場所及び適当な場合には他の   

公共の場所におけるたばこの煙にさらされることからの保護を定める効果的な立法上、   

執行上、行政上又は他の措置を国内法lこよって決定された既存の国の権限の範囲内で   
採択し及び実施し、並びに権限のある他の当局による当該措置の採択及び実施を積極   

的に促進する。  

0100％禁煙以外の措置（換気、喫煙区域の使用）は、不完全である。  
○すべての屋内の職場、屋内の公共の場及び公共交通機関は禁煙とすべきである。  
○たばこの煙にさらされることから保護するための立法措置は、責任及び罰則を盛り込むべ   

きである。  

注）ガイドラインに法的拘束力はない   

㊥  




